
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

市　税�

111億8,987万円�
（33.3％）�

地方交付税�71億9,061万円�
（21.4％）�

市　債�

18億3,922万円�
（5.5％）�

14億8,542万円�
（4.4％）�

地方譲与税�
4億1,064万円�
（1.2％）�

分担金及び負担金�
使用料及び手数料�

自主財源�
152億616万円（45.3％）�

依存財源�
183億7,258万円（54.7％）� 12億1,268万円�

（3.6％）�

諸収入ほか�

繰入金�

9億1,455万円�
（2.7％）�

7億2,375万円�
（2.2％）�6億6,219万円�

（2.0％）�

5億312万円�
（1.5％）�

県支出金�

利子割交付金ほか�

35億5,463万円�
（10.6％）�

繰越金�

国庫支出金�

38億9,206万円�
（11.6％）�

歳入�
予算額337億3,446万円�
決算額335億7,874万円�
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 市 の 家 計 簿 �平成１４年度決算�

　
平
成
14
年
度
の
市
の
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。
私
た
ち
の
ま
ち
づ
く
り
に
お
金
は
ど
の
よ
う
に
使

わ
れ
て
、
市
の
収
支
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。
そ
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。�

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
３
３
５
億
７
、
８
７

４
万
円
で
前
年
度
と
比
べ
て
６
、
７
３
５
万
円
、

０
・
２
パ
ー
セ
ン
ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
中
で
市
税
な
ど
自
主
財
源
の
占
め

る
割
合
は
、
45
・
３
パ
ー
セ
ン
ト
と
　
前

年
度
の
44
・
１
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
わ
ず
か

に
増
加
し
ま
し
た
が
、
こ
の
う
ち
の
約
４
分

の
３
を
占
め
る
市
税
は
、
長
引
く
景
気
の
低

迷
な
ど
か
ら
前
年
度
と
比
べ
て
２
億
６
、
７

５
８
万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。
反
面
、
歳
入

全
体
の
不
足
額
を
補
て
ん
す
る
財
政
調
整
基

金
な
ど
か
ら
の
繰
入
金
が
前
年
度
に
比
べ
８

億
７
、
１
８
４
万
円
の
大
幅
な
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
一
方
、
依
存
財
源
の
内
訳
は
、
歳
入
全

体
の
21
・
４
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
る
地
方

交
付
税
の
割
合
が
最
も
大
き
く
な
っ
て
い

ま
す
。
次
い
で
事
業
を
行
う
た
め
に
市
が

借
り
入
れ
る
市
債
、
国
庫
支
出
金
の
順
と

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
地
方
交
付
税

は
年
々
減
少
傾
向
に
あ
り
前
年
度
よ
り
１

億
５
２
９
万
円
減
少
し
ま
し
た
。
ま
た
、

国
庫
支
出
金
、
利
子
割
交
付
金
な
ど
も
減

少
し
て
お
り
、
代
わ
り
に
市
債
な
ど
が
増

加
す
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

●
歳
　
入�

■市税111億8,987万円の内訳�

介 護 保 険�
老 人 保 健�
下 水 道 事 業�
国 民 健 康 保 険�
公共用地取得事業�
食肉処理センター�

磯野計記念奨学金�
全本明正奨学金�

合 計�

予 　 算 　 額�

４３億９，５９５万円�
８９億５，６６４万円�
６６億７，４２４万円�
６３億６，３７７万円�
　２億３，７９５万円�
　２億   ８３７万円�
　　　１，２８１万円�

　　　　　４３７万円�
２６８億５，４１０万円�

収 入 済 額�

４４億   ８５４万円�
８４億８，９７３万円�
５９億４，０７２万円�
６１億３，９４３万円�
　　　８，３６６万円�
　２億１，０１５万円�
　　　１，２１３万円�

　　　　　４２８万円�
２５２億８，８６４万円�

支 出 済 額�

４３億１，４４０万円�
８４億７，９６３万円�
５９億    ２２７万円�
６１億３，２４０万円�
　　　８，３６６万円�
　２億    ７５７万円�

８４万円�
８９万円�

２５１億２，１６６万円�

特 別 会 計 名�

■特別会計の内訳�
決 　 算 　 額�

市 民 税�
固 定 資 産 税�
軽 自 動 車 税�
市 た ば こ 税�
特別土地保有税�
都 市 計 画 税�
合 計�

予 算 額�

４１億２，９００万円�
５２億８，７００万円�
１億７，１００万円�
６億３，７００万円�
　１，４００万円�

　８億　５００万円�
１１０億４，３００万円�

決 算 額�

４１億９，６０３万円�
５３億５，３３０万円�
１億７，２０８万円�
６億４，１０９万円�

　　　１，４８７万円�
　８億１，２５０万円�
１１１億８，９８７万円�

予 算 対 比�

101.6%
101.3%
100.6%
100.6%
106.2%
100.9%
101.3%

税 　 　 　 目�



��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

民生費�
76億434万円�
（23.2％）�

土木費�
56億3,046万円�
（17.2％）�

公債費�44億1,979万円�（13.5％）�

総務費�
31億7,493万円�
（9.7％）�

衛生費�
38億3,409万円�
（11.7％）�

教育費�42億9,084万円�
（13.1％）�

農林水産業費�10億7,121万円�
（3.3％）�

消防費�
13億3,878万円�
（4.1％）�

商工費�6億3,927万円�
（2.0％）�

災害復旧費�7,723万円（0.2％）�

諸支出金�9,847万円（0.3％）�

労働費�1億8,101万円（0.6％）�
議会費�3億6,007万円�

（1.1％）�

歳出�
予算額337億3,446万円�
決算額327億2,049万円�
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�

お 知 ら せ し ま す。

※平成14年度決算の結果、一般会計の歳入から歳出を差し引いた残額を翌年度へ繰り越しました

　
歳
出
の
決
算
額
は
３
２
７
億
２
、
０
４
９

万
円
で
、
前
年
度
比
２
億
１
、
２
２
２
万
円
、

０
・
７
パ
ー
セ
ン
ト
増
加
し
ま
し
た
。

　
費
目
で
は
、
林
田
小
学
校
施
設
の
整
備
な

ど
に
よ
る
教
育
費
、
ご
み
処
理
施
設
の
整
備

な
ど
に
よ
る
衛
生
費
、
道
路
・
街
路
の
新
設

改
良
事
業
な
ど
に
よ
る
土
木
費
な
ど
が
前
年

度
に
比
べ
て
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
歳
出
の
ト
ッ
プ
は
前
年
度
と
同
様
に
社
会

福
祉
事
業
な
ど
を
抱
え
る
民
生
費
で
、
歳
出

全
体
の
23
・
２
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
て
い

ま
す
。
続
い
て
土
木
費
17
・
２
パ
ー
セ
ン
ト
、

公
債
費
13
・
５
パ
ー
セ
ン
ト
、
教
育
費
13

・
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

●
歳
　
出�

　
平
成
14
年
度
末
の
人
口
を
も
と
に
し
て

１
人
あ
た
り
い
く
ら
使
わ
れ
た
か
を
計
算

す
る
と
、
36
万
７
、
３
２
０
円
と
な
り
ま
す
。�

　
今
後
も
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
ご
要
望

に
こ
た
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
効
率

的
な
財
政
運
営
と
住
民
福
祉
の
向
上
に
努

め
て
い
き
ま
す
。

　
決
算
に
つ
い
て
の
お
問
い
合
わ
せ
は
、
市

財
政
課
3
32
‐
２
０
２
０
へ
、
水
道
事
業

会
計
に
つ
い
て
は
、
市
水
道
局
業
務
課
3
32

‐
２
１
０
４
へ
ど
う
ぞ
。�

市
民
１
人
に
約
３７
万
円�

おもな事業と決算額�

◆公共下水道建設事業に�
◆道路・街路・農道の新設改良事業に�
◆小学校施設の整備事業に�
◆ごみ処理施設の整備事業に�
◆津山街づくり株式会社の支援に�
◆津山城跡の整備事業に�
◆新世代ケーブルテレビ施設の整備事業に�
◆合併処理浄化槽設置整備事業に�
◆総合斎場の整備事業に�
◆公共施設のバリアフリー事業に�

※収益的収支は、2億97万円の純利益となりました�
※収益的収支には消費税は含みません  �
※資本的収支の不足額5億8,133万円は、減価償却
費等損益勘定留保資金などにより補てんします�

３２億８，１６５万円�
２１億９，３５７万円�
１０億９，４８３万円�
８億７，３６９万円�

３億円�
１億８，１０３万円�
１億６，３８８万円�
１億２，６０１万円�
６，５４５万円�
２，９４５万円�

収益的収支�
（損益勘定）�

24億3,945万円�

収 入 � 支 出 �区 分 �

■水道事業会計�

22億3,848万円�

資本的収支�
（資本勘定）�

6億5,340万円�12億3,473万円�

■市債（借入金）の残高�

一 般 会 計�

特 別 会 計�

合 　 　 計�

平成１０年度�

３８１億３，８９５万円�
２６４億７，６９３万円�
６４６億１，５８８万円�

平成１１年度�

３７７億４，４０５万円�
２８１億６，６７４万円�
６５９億１，０７９万円�

平成１２年度�

３６４億５，４４４万円�
２８４億８，２３９万円�
６４９億３，６８３万円�

平成１３年度�

３６５億８，３５４万円�
２９１億８，００１万円�
６５７億６，３５５万円�

平成１４年度�

３７１億５，８４５万円�
２９８億４，４０１万円�
６７０億　２４６万円�

区 　 　 分�

特�集�
２�
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特�集�
２�

企
業
会
計
手
法
で�

津
山
の
財
政
状
況
を
見
て
み
ま
し
ょ
う�
平成１４年度決算�

　
こ
れ
ま
で
の
単
年
度
の
金
銭
の
出
入
り
だ

け
を
対
比
し
た
「
歳
入
歳
出
決
算
書
」
だ
け

で
は
、
市
全
体
の
資
産
が
今
ど
れ
く
ら
い
あ

る
の
か
、
市
債
の
残
額
が
ど
れ
だ
け
あ
り
、

そ
の
額
は
過
大
・
過
小
に
な
っ
て
い
な
い
か
、

と
い
っ
た
市
の
全
体
像
を
つ
か
む
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。
こ
れ
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に

導
入
し
た
の
が
「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
に
よ

る
分
析
で
す
。

■
借
方
（
資
産
）

　
借
方
は
、
市
が
持
っ
て
い
る
資
産
を
あ
ら

わ
し
て
い
ま
す
。
市
民
が
将
来
に
わ
た
り
利

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
資
産
価
値
の
総
額
で
す
。

こ
れ
に
は
、
学
校
な
ど
の
教
育
施
設
、
文
化

施
設
、
公
園
、
道
路
や
市
営
住
宅
な
ど
の
有

形
固
定
資
産
の
ほ
か
、
投
資
・
出
資
金
、
基

金
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
流
動
資
産
と
は
、
現

金
の
ほ
か
必
要
な
と
き
に
す
ぐ
現
金
化
す
る

こ
と
が
で
き
る
基
金
と
市
税
な
ど
で
年
度
内

に
収
入
さ
れ
な
か
っ
た
未
収
金
を
い
い
ま
す
。�

�

■
貸
方
（
負
債
・
正
味
資
産
）

　
貸
方
は
、
負
債
と
正
味
資
産
を
あ

ら
わ
し
て
い
ま
す
。
負
債
は
、
将
来

に
わ
た
り
支
払
い
や
返
済
の
必
要
が

あ
る
も
の
を
い
い
、
固
定
負
債
と
流

動
負
債
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
市
債
の

う
ち
１
年
以
内
に
支
払
期
限
が
来
る

も
の
を
流
動
負
債
、
そ
れ
以
外
の
も

の
を
固
定
負
債
と
し
て
い
ま
す
。

　
営
利
活
動
を
目
的
と
し
な
い
地
方

公
共
団
体
に
は
、
民
間
企
業
の
「
資

本
」
に
あ
た
る
考
え
方
が
な
い
の
で

「
正
味
資
産
」
と
い
う
名
称
を
使
っ

て
い
ま
す
。

　
正
味
資
産
は
、
学
校
や
道
路
な
ど

資
産
を
形
成
す
る
た
め
の
国
・
県
か

ら
の
補
助
金
や
市
税
な
ど
、
す
で
に

取
得
し
て
い
る
お
金
の
総
額
で
、
将

来
返
済
を
し
な
く
て
も
よ
い
お
金
で�

す
。
こ
の
額
が
大
き
い
ほ
ど
、
こ
れ

ま
で
の
世
代
が
負
担
し
て
形
成
し
た
資
産
が

多
い
こ
と
を
あ
ら
わ
し
て
い
ま
す
。

　
平
成
14
年
度
末
の
市
の
資
産
は
１
、
０

０
１
億
４
、
６
０
０
万
円
、
一
方
負
債
は
４

０
４
億
１
０
０
万
円
で
そ
の
差
額
で
あ
ら
わ

さ
れ
る
正
味
資
産
は
５
９
７
億
４
、
５
０
０

万
円
で
し
た
。
こ
れ
を
市
民
１
人
あ
た
り
に

す
る
と
、
総
資
産
は
１
１
２
万
４
、
０
０
０
円
、

負
債
は
45
万
３
、
０
０
０
円
、
正
味
資
産

は
67
万
１
、
０
０
０
円
と
な
り
ま
す
。
こ

れ
は
、
平
成
13
年
度
に
比
べ
る
と
、
１
人

あ
た
り
資
産
は
１
万
４
、
０
０
０
円
、
負
債

は
４
、
０
０
０
円
、
正
味
資
産
は
１
万
円
、

そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
資
産
の
部
で
は
、
建
物
・
土
地
を
中
心
と

し
た
有
形
固
定
資
産
が
８
２
３
億
１
、
６
０

０
万
円
で
資
産
全
体
の
82
・
２
パ
ー
セ
ン

ト
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
有
形
固
定
資

産
の
う
ち
土
地
が
43
・
９
パ
ー
セ
ン
ト
と

相
当
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
負
債
の
部
で
は
、
市
の
借
金
に
あ
た
る
市

債
は
固
定
負
債
・
流
動
負
債
部
分
を
合
わ
せ

て
３
７
１
億
９
、８
０
０
万
円
（
92
・
１
パ

ー
セ
ン
ト
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち

１
４
２
億
８
、
６
０
０
万
円
に
つ
い
て
は
、

償
還
時
に
地
方
交
付
税
と
し
て
補
て
ん
が
見

込
ま
れ
る
た
め
、
市
税
な
ど
の
一
般
財
源
で

返
済
す
る
額
は
２
２
９
億
１
、
２
０
０
万
円

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
正
味
資
産
の
部
で
は
、
国
や
県
か
ら
の
補

助
金
な
ど
が
２
７
１
億
３
、
２
０
０
万
円
、

市
税
な
ど
の
一
般
財
源
が
３
２
６
億
１
、
３

０
０
万
円
と
ほ
ぼ
半
々
と
な
っ
て
い
ま
す
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
見
る�

津
山
市
の
財
政
状
況�

◆平成14年度バランスシート�（平成15年3月31日現在）�

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
見
方�

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
か
ら�

分
か
る
こ
と�

有形固定資産合計�
823億1,600万円

（うち土地）
361億6,000万円

流動資産合計�
70億2,700万円

　　現金・預金
42億5,000万円

　　未収金
27億7,700万円

●市民１人あたりの総資産・・・・・・・・・・112万4,000円�
●市民１人あたりの負債額・・・・・・・・・・  45万3,000円
●市民１人あたりの正味資産・・・・・・・・・  67万1,000円
※１人あたりの額は、平成15年3月31日現在の住民基本台帳�
　登録人口で計算しています      

負債の部合計�
404億100万円

　固定負債合計
371億1,800万円

　・市債
339億1,500万円

　・退職金給与引当金
32億300万円�

　流動負債合計
32億8,300万円

　・翌年度償還予定額
32億8,300万円

正味資産の部合計�
597億4,500万円

　　国庫支出金
199億2,100万円

　　県支出金
72億1,100万円

　　一般財源等
326億1,300万円

資産の部合計
1,001億4,600万円

負債・正味資産合計�
1,001億4,600万円

投資等合計�
108億300万円

　　投資および出資金
49億5,400万円

　　貸付金
31億円

　　基金
27億4,900万円

借　　方� 貸　　方�



人にかかる�
コスト　22.7%

議会費　1.3%

労働費　0.6%
農林水産業費　4.4%

総務費�
11.9%

民生費�
29.4%

衛生費�
11.3%

物にかかる�
コスト�
26.2%

移転支出的な�
コスト�
46.2%

その他にかかるコスト�
4.9% その他　4.9%

商工費　1.2%

土木費�
17.6%

消防費　5.0%

教育費　12.4%
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バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

に
つ
い
て
の
お
問
い
合
わ
せ
は
、
市
財
政
課

3
32
‐
２
０
２
０
へ
ど
う
ぞ
。�

◆平成14年度行政コスト計算書�

①性質別構成比� ②目的別構成比�

（平成14年4月1日～平成15年3月31日）�

（単位：百万円）�

　
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
健
全
な
行
財
政

運
営
を
保
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
経
費
を
見

直
し
効
率
的
な
運
営
に
転
換
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
経
費
に
対

す
る
効
果
と
い
う
観
点
か
ら
分
析
す
る
こ
と

が
必
要
で
す
が
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
だ
け
で

は
こ
う
し
た
経
費
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、
地
方
自
治
体
の
行

政
活
動
は
、
将
来
の
世
代
に
も
利
用
で
き
る

資
産
の
形
成
だ
け
で
な
く
、
人
的
サ
ー
ビ
ス

や
給
付
サ
ー
ビ
ス
な
ど
資
産
に
つ
な
が
ら
な

い
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て

い
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
市
で
は
昨
年
か
ら
１
つ
の
会
計

年
度
の
間
に
発
生
し
た
収
益
と
費
用
を
対
比

さ
せ
て
検
証
す
る
と
と
も
に
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
を
で
き
る
だ
け
分
か
り
や
す
く
説

明
す
る
手
法
と
し
て
、
企
業
会
計
で
用
い
る

損
益
計
算
書
を
作
成
し
ま
し
た
。
た
だ
し
、

そ
の
ま
ま
で
は
利
益
の
追
求
を
し
な
い
自
治

体
の
会
計
に
な
じ
ま
な
い
た
め
「
行
政
コ
ス

ト
計
算
書
」
と
し
、
費
用
、
資
産
、
余
剰
金

の
名
称
も
変
更
し
て
使
っ
て
い
ま
す
。

　
行
政
コ
ス
ト
は
、
市
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
た
め
に
要
し
た
費
用
の
う
ち
、
資

産
形
成
に
つ
な
が
る
支
出
を
除
い
た
も
の
に

減
価
償
却
費
、
不
納
欠
損
額
、
退
職
給
与
引

当
金
な
ど
を
加
え
た
も
の
で
、
次
の
と
お
り

分
類
し
て
い
ま
す
。

人
に
か
か
る
コ
ス
ト

　
人
件
費
、
退
職
給
与
引
当
金
繰
入
金
な
ど

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

　
物
件
費
、
維
持
補
修
費
、
減
価
償
却
費
な
ど

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

　
扶
助
費
、
補
助
費
、
繰
出
金
、
普
通
建
設

　
事
業
費
な
ど

そ
の
他
の
コ
ス
ト

　
災
害
復
旧
費
、
失
業
対
策
費
、
公
債
費
（
利

　
子
分
な
ど
）

�

　
行
政
コ
ス
ト
の
合
計
は
、
２
７
０
億
８
、

２
０
０
万
円
で
、
そ
の
内
訳
を
①
の
性
質
別

構
成
比
で
見
る
と
、
社
会
保
障
制
度
に
基
づ

い
て
支
給
さ
れ
る
扶
助
費
や
各
種
団
体
な
ど

に
対
す
る
補
助
金
、
負
担
金
な
ど
の
移
転
支

出
的
な
コ
ス
ト
が
１
２
５
億
１
、
８
０
０
万

円
と
全
体
の
46
・
２
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め

て
い
ま
す
。
続
い
て
、
施
設
の
維
持
管
理
や

有
形
固
定
資
産
の
う
ち
建
物
の
減
価
償
却
費

な
ど
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
が
70
億
８
、
５

０
０
万
円
（
26
・
２
パ
ー
セ
ン
ト
）
、
議

員
や
職
員
な
ど
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
が
61

億
４
、
８
０
０
万
円
（
22
・
７
パ
ー
セ
ン

ト
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
②
の
目
的

別
構
成
比
で
見
る
と
民
生
費
が
29
・
４
パ

ー
セ
ン
ト
、
土
木
費
が
17
・
６
パ
ー
セ
ン
ト
、

教
育
費
12
・
４
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
り
、
こ

の
分
野
で
全
体
の
約
６
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
今
後
も
こ
れ
ら
の
分
析
方
法
を
継
続
し
、

比
較
を
行
う
こ
と
に
よ
り
市
の
財
政
運
営

に
活
用
し
て
い
き
ま
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
で
見
る�

津
山
市
の
財
政
状
況�

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
見
方�

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
か
ら�

分
か
る
こ
と�

�

性質別� 目的別�

6,148
7,085

12,518
1,331

27,082

人にかかるコスト�

物にかかるコスト�

移転支出的なコスト�

その他にかかるコスト�

行 政 コ ス ト �

総　額�
�

310
29
21
0

360

議会費�

2,011
871
336

0
3,218

総務費�

650
347

6,958
0

7,955

民生費�

686
1,529

836
0

3,051

衛生費�

50
85
24
0

159

労働費�

247
624
334

0
1,205

農林水�
産業費�

111
70

138
0

319

商工費�

497
1,910
2,367

0
4,774

土木費�

22
67

1,270
0

1,359

消防費�

1,564
1,552

234
0

3,350

教育費�

0
1
0

1,331
1,332

その他�
�

目的別�
性質別�


